
 

 

 

〇さいたま市議会政策条例検討プロジェクトチーム要
綱 

 

（令和元年１２月６日議 長 決 裁） 

 

改正 令和３年９月３０日議長決裁   令和５年６月１２日議長決裁 

令和６年７月９日議長決裁                   

 

 （趣旨） 

第１条 この要綱は、さいたま市議会政策条例検討プロジェクトチーム（以下「プロジェクトチーム」と

いう。）の設置の要件及び手続、組織、運営等に関し必要な事項を定めるものとする。 

 （所掌事項） 

第２条 プロジェクトチームは、議員が提出する政策条例の立案に関する事項を調査審議する。 

 （設置の要件及び手続） 

第３条 議長は、議員からプロジェクトチームを設置したい旨の申出があったときは、これを議会運営委

員会に諮り、その承認を得て、プロジェクトチームを設置するものとする。 

２ 議員が前項の申出をするには、議員定数の１２分の１以上の議員の連名で、その理由を付した要求書

（別記様式）を議長に提出しなければならない。ただし、同一の会派に所属する議員のみの連名では、

これを提出することができない。 

 （組織） 

第４条 プロジェクトチームは、委員１２人以内をもって組織する。 

２ 委員は、会派に所属する議員のうちから、議長の指名により選任するものとする。 

３ 前項の規定による選任は、原則として各会派の所属議員数の比率により、各会派に割り当てられた数

に従い選任する。 
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 （会長） 

第５条 プロジェクトチームに会長を置き、委員の互選により定める。 

２ 会長は、会務を総理し、プロジェクトチームを代表する。 

３ 会長に事故があるとき、又は会長が欠けたときは、あらかじめ会長が指名する委員がその職務を代理

する。 

 （会長等の辞任） 

第６条 会長が辞任しようとするときは、プロジェクトチームの許可を得なければならない。 

２ 委員が辞任しようとするときは、議長の許可を得なければならない。 

 （会議） 

第７条 会長は、プロジェクトチームの会議を招集し、その座長となる。 

２ プロジェクトチームは、委員の半数以上が出席しなければ会議を開くことができない。 
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３ プロジェクトチームの議事は、出席した委員の過半数で決し、可否同数のときは、座長の決するとこ

ろによる。 

 （出席説明の要求） 

第８条 プロジェクトチームは、必要があると認めるときは、委員でない議員、市職員、関係者及び学識

経験者に対し、出席を求めて説明若しくは意見を聴き、又は資料の提出を求めることができる。この場

合において、委員でない議員以外の者に対し、出席を求めるときは、議長を経てしなければならない。 

２ 前項の規定によりプロジェクトチームの会議に出席した関係者及び学識経験者に対し、別表に掲げる

区分に応じ、同表に定める額の謝礼金を支払うことができる。ただし、同表により難い特別の事情があ

るときは、この限りでない。 

 （市民等の意見の聴取等） 

第９条 プロジェクトチームは、その立案した政策条例の内容について、広く市民等の意見を求めるとと

もに、市長その他の執行機関、関係機関等に対し、意見照会をすることができる。 

 （先進的事例の調査研究） 

第１０条 プロジェクトチームは、その立案しようとする政策条例に関する先進的事例を調査研究するた

め、他の地方公共団体を視察することができる。この場合においては、さいたま市議会会議規則（平成

１３年さいたま市議会規則第１号）第１６８条の規定による手続を経るものとする。 
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 （政策条例の案の決定） 

第１１条 プロジェクトチームは、第７条第３項の規定にかかわらず、出席した全ての委員の意見が一致

したときは、政策条例の案を決定する。 

 （報告） 

第１２条 会長は、プロジェクトチームにおいて前条の規定により政策条例の案を決定したとき、又は第

２条に規定する事項の調査審議を引き続き行うことができないと決定したときは、その結果を議長に報

告しなければならない。 

２ 会長は、必要があると認めるときは、プロジェクトチームにおける調査審議の状況を議長に中間報告

することができる。 

 （政策条例の案の取扱い等） 

第１３条 議長は、前条第１項の規定による報告があったときは、これを議会運営委員会に諮るものとす

る。 

 （傍聴の取扱い） 

第１４条 プロジェクトチームの会議は、議員のほか、プロジェクトチームの許可を得た者が傍聴するこ

とができる。 

２ 会長は、必要があると認めるときは、傍聴人の退場を命ずることができる。 

 （議事の概要の公表） 

第１５条 会長は、会議の終了後、速やかに、当該会議の議事の概要、出席委員の氏名その他必要な事項

を記載した書類を作成し、市議会のホームページへの掲載その他の方法によりこれを公表するものとす



 

 

る。ただし、個人の権利利益の侵害その他相当の理由があると認めるときは、この限りでない。 

 （オブザーバー） 

第１６条 会派に所属しない議員は、協議によりそれらの者を代表する議員１人を定め、オブザーバーと

して会議に参加することができる。ただし、会派に所属しない議員が１人であるときは、その者がオブ

ザーバーとして参加することができる。 

 （庶務） 

第１７条 プロジェクトチームの庶務は、議会局において処理する。 

 （その他） 

第１８条 この要綱に定めるもののほか、プロジェクトチームの運営等に関し必要な事項は、会長がプロ

ジェクトチームに諮って定める。 

   附 則 

 この要綱は、令和元年１２月６日から施行する。 

   附 則（令和３年９月３０日議長決裁） 

 この要綱は、令和３年１０月１日から施行する。 

   附 則（令和５年６月１２日議長決裁） 

 この要綱は、令和５年６月１２日から施行する。 

   附 則（令和６年７月９日議長決裁） 

 この要綱は、令和６年７月９日から施行する。 

  



 

 

別表（第８条関係） 

区分 謝礼金の額 

学識経験者 

大学教授 

民間企業役員 
１時間当たり２０，０００円以内の額 

大学准教授 

民間企業社員 
１時間当たり１５，０００円以内の額 

大学講師 

大学助教 
１時間当たり１０，０００円以内の額 

官公署職員 １時間当たり５，０００円以内の額 

その他 
団体 

個人 
１時間当たり５，０００円以内の額 

 



 

 

別記様式（第３条関係） 

 

政策条例検討プロジェクトチーム設置要求書 

 

                            年  月  日   

 

 （宛先）さいたま市議会議長 

 

           さいたま市議会議員                  

               同                      

               同                      

               同                      

               同                      

                

 

 次により政策条例検討プロジェクトチームを設置したいので要求します。 

 

１ 政策条例の題名の案 

 

 

 

２ 理由 
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プロジェクトチーム会議の運営について（案） 

 

１ プロジェクトチーム会議の開催日時等の公開について 

  プロジェクト会議の会議を開催しようとするときは、あらかじめさいたま市議会のホー

ムページにその旨を掲載する方法により周知する。 

 

２ 傍聴について 

 ⑴ プロジェクト会議の会議を傍聴しようとする者は、傍聴申請書に住所及び氏名を記入

し、傍聴章の交付を受けなければならない。なお、この場合の傍聴の受付は、会議の当

日、所定の場所で先着順により受け付ける。 

 ⑵ 傍聴章の交付を受けた者（以下「傍聴人」という。）は、傍聴を終え退場しようとす

るときは、これを返還しなければならない。 

 ⑶ 傍聴人の定員は、５人とする。ただし、プロジェクト会議が特に認めたときは、当該

定員を超えて傍聴させることができる。 

 ⑷ プロジェクト会議の会議で使用する資料は、当該会議の都度傍聴人の閲覧に供する。 

 ⑸ 傍聴人は、傍聴席において写真、映画等を撮影し、又は録音等をしてはならない。た

だし、特に会長の許可を得た場合は、この限りでない。 

 

３ オブザーバーについて 

 ⑴ オブザーバーは、プロジェクトチームの設置期間を通じて、会派に属さない議員を代

表する者１名とする。（代理参加は不可） 

 ⑵ 議事の概要の公表において、オブザーバーの氏名及び発言要旨を公表する。なお、発

言要旨は参考意見として委員の意見と区別する。 

 

４ 公開時の本プロジェクトチームの名称について 

  「手話言語条例検討プロジェクトチーム」とする。 
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時期

１０月

１１月

１２月

１月

２月

３月

４月

５月

６月

政策条例検討プロジェクトチーム会議　スケジュール　イメージ

協議内容等

◎調査研究

・他の地方公共団体の条例

・さいたま市の現状把握

◎素案作成のための意見集約

◎素案の市民への公表

（意見募集期間は原則１か月程度）

◎市民意見への対応

◎条例案決定

◎議長への報告

◎素案に対する意見聴取

・執行部

・各委員

・関連団体

◎素案の調整

◎素案（プロジェクトチーム案）決定

◎素案（会長案）提示

議員提出議案として提出
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